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これに続く仲野（菊池）組子の一連の研究（1994, 1996, 1997a, 1997b, 2000）は，今日のアメリカ
の低失業状態の内実および派遣労働者を含む非正規雇用の構造について体系的に明らかにした。ア
メリカでは，パートタイマー，派遣労働者，インディペンデント・コントラクターなどの非正規雇
用はコンティンジェント・ワーカーと総称されている。仲野によれば，このうち雇用形態の新しさ
と独自性からみて特に注目すべきは，人材派遣業とインディペンデント・コントラクターである。
マンパワー社をはじめ大手の労働者派遣業者は，ユーザー企業の労務人事管理政策とタイアップし
て「第２人事部」的役割を担っている。たとえば，派遣先企業が正規労働者を採用する前段階とし
て試用目的で労働者を派遣する，企業の正規・非正規比率の調整のためにユーザーから自社（派遣
業者）への移籍（ペイローリング）を請け負う，人事業務のすべてを請け負う，などである。他方，
インディペンデント・コントラクターについては，実質的に独立している一部の専門的な業者は別
として，レイオフされた専門職や管理職を含む労働者が，実質的には雇用されたままで，形式的に
のみ自営業の形態をとっている場合が多いこと，その労働者性をめぐって法廷で争われるケースも
あることなどを指摘している（仲野 2000）。もし，アメリカにおいてドイツやフランスのような雇
用形態に関する厳しい労働基準が適用されるならば，コンティンジェント・ワーカーの一部は存在
することが許されず，顕在的失業者となって現れるであろう。それゆえ，アメリカの今日の低失業
率は失業問題の解決を意味するものではけっしてない。
藤川恵子（1998）はアメリカの労働者派遣事業を対象に「共同使用者」概念がアメリカの雇用法
制にどのように組み込まれているかについて，派遣先の使用者の責任という視点から検討を行って
いる。アメリカでは労働者派遣事業に関する独自の連邦法がないが，判例法では「共同使用者」の
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法理にたって派遣元および派遣先がともに派遣労働者の使用者としての責任を負うケースが認めら
れる。藤川は別稿（藤川 2000）のなかで「日本が今後，労働市場の活性化を目指すのであれば，
アメリカの自由な労働市場を見習って，就業形態の多様化を図ることで，労働者が自ら働き方を選
択できるようにすべき」と述べている。こうした評価を下すのであれば，賛否は別としても仲野の
一連の研究が明らかにしたアメリカの雇用構造の実相に言及すべきであろう。
むすびにかえて
派遣労働という雇用形態を，本人が希望している新しい働き方であるという評価のもとに合法化
して以来，15年が経過した。初めの10年間に比べ，90年代後半以降は，労働者派遣事業の自由化が
急ピッチですすんだ。不況の深まりを背景にした規制緩和政策によって，労働者派遣事業以外にも
労働分野の規制緩和（裁量労働制の拡大，女子保護規定の撤廃，有期雇用契約の上限延長など）が
次々と断行されている。
雇用の弾力化と規制緩和の推進を求める労働法と労働経済学の研究者の連携によってこれまでの
労働保護法制は労働市場法制に姿をかえようとしている。その前提には今日の労働市場にたいする
独自の理解がある。諏訪（1999）は労働市場を「企業を横断する労働の需給調整に対応した外部労
働市場と，企業内で需給調整を組織する内部労働市場」に分けて，とくに外部労働市場を活性化す
るために「総合的な人材ビジネス」の積極的導入を主張している。しかし，現代資本主義が単に労
働力需給のミスマッチにとどまらない構造的失業をかかえているならば，そしてこの構造的失業は
多国籍企業を主軸とする今日の市場経済システムに起因するもので，若年人口減によっても解消し
えないとすれば，諏訪のいう外部労働市場の活性化によっても失業問題を解決することは困難であ
ろう。雇用の弾力化と規制緩和を主張する論者が，今後も低成長経済が持続するとの前提のもとに，
「雇用保障を要しない非正規雇用機会」（八代 1998）の増加に活路を見いだそうとしていることは，
構造的失業の解消が容易ではないことを認めたからではなかろうか。そうであれば「現実に派遣労
働者が見舞われている諸問題とその構造を直視すると，労働者の雇用と労働条件の決定を市場原理
に委ね，これによって雇用や労働条件は良好に保たれるというところから出発することには重大な
疑問がある」という中野（1999）の主張は傾聴に値するものである。非自発的な非正規雇用の拡大
によって統計上は失業率が低下したとしても失業問題の解決とみなすことはできまい。そうであれ
ば「市場取引すなわち労使自治に対して規制色の濃厚な公法的手法を多用する社会法」（菅野・諏
訪 1994）の役割は依然として意義を失ってはいないのではないか。非正規雇用の研究は，現代資
本主義経済の分析をベースにした失業問題の研究と歩調をそろえて行うことが不可欠と言えよう。
（ごか・かずみち　金沢大学経済学部教授）■
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